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会 議 の あ ら ま し            

１ 会議の種類 

 定例会 

年１回、毎年５月に招集される。会期は、翌年４月まで。 

   定例会の会期中に開かれる会議 

(1)招集議会 

   定例会を開会するために開く会議 

(2)定例議会 

   ６月、９月、11月及び２月に定例的に開く会議 

(3)臨時議会 

   緊急に必要がある場合に開く会議 

 

２ 委員会の種別及び所管事項 

(1) 常任委員会 

ア 総務区民委員会 

企画政策部、総務部、区民部、アカデミー推進部、施設管理部、会計管理室、監査委

員及び選挙管理委員会に関する事項並びに他の常任委員会の所管に属しない事項 

イ 厚生委員会 

福祉部、保健衛生部及び文京保健所に関する事項 

ウ 建設委員会 

都市計画部、土木部及び資源環境部に関する事項 

エ 文教委員会 

子ども家庭部及び教育委員会に関する事項。ただし、区長の補助機関たる職員に補助

執行させる事項を除く。 
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(2) 議会運営委員会 (平成５年６月 30日～) 

地方自治法第 109 条第３項に規定する事項に関する調査を行い、議案等を審査する。 

※議会広報小委員会 (平成５年 11月 19日～) 

議会運営委員会の小委員会として、ぶんきょう区議会だより及び区議会日程ポスタ

ーの発行、区議会ホームページの運営、インターネット議会中継の運営及びＣＡＴＶ

議会放映に関する調査研究並びに放送枠の調整等を行う。 

※意見書等調整小委員会 (平成 12年５月 15日～) 

議会運営委員会の小委員会として、各会派及び無所属議員から提出された意見書及

び決議の原案について協議し、文案の調整及び作成を行う。 

  

(3) 特別委員会             

ア 自治制度・行財政システム調査特別委員会 (平成 27年５月 28日～平成 31年４月 30日) 

地方自治の拡充と推進、行財政改革に関する事項 

イ 災害対策調査特別委員会 (平成 27年５月 28日～平成 31年４月 30日) 

災害防止対策及び災害発生時の対応並びに復興計画等に関する事項 

ウ 地域振興・まちづくり調査特別委員会 (平成 27年５月 28日～平成 31年４月 30日) 

地域及び産業等の振興を図り、区の魅力を高めるまちづくりに関する事項 

エ 地域包括ケアシステム調査特別委員会（平成 29年６月 22日～平成 31年４月 30日） 

地域包括ケアシステムの構築に向け、ソフト・ハード両面にわたる組織横断的な事項 

 

オ 決算審査特別委員会 (平成 30年９月４日～10月 15日) 

決算に関する事項 

カ 予算審査特別委員会（平成 31年２月８日～３月 14日） 

当初予算に関する事項 
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議 会 の 構 成          

１ 議員数 

（1） 条例定数     34人（議員定数条例／平成 14年 12月６日議決） 

（2） 現在の議員数   33人（平成 31年４月 30日現在） 

（3） 会派別議員数内訳     （平成 31年４月 30日現在） 

会   派   名 略 称     人 数     

 自由民主党文京区議団 自  民  党 ９人 

 ぶんきょう未来 未 来 ７人 

 日本共産党文京区議会議員団 日本共産党 ６人 

 公明党文京区議団 公 明 党 ５人 

  文京永久の会 永 久 の 会 ３人 

 市民の広場・文京 市民の広場 ２人 

 みんなの・まちづくり まちづくり １人 

 

２ 正副議長及び議員選出監査委員 

 

 
氏 名       就 任 年 月 日         退 任 年 月 日         

議 長 名 取 顕 一 平成 29年６月 22日 平成 31年４月 30日 

副 議 長 

山 本 一 仁 平成 29年６月 22日 平成 30年６月 25日 

田 中 和 子 平成 30年７月 18日 平成 31年４月 30日 

監査委員 

上 田 ゆ き こ 平成 29年６月 22日 平成 30年６月 24日 

渡 辺 智 子 平成 30年６月 25日 平成 31年４月 30日 
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◎　議長　　○　副議長 平成31年４月30日現在（定数34）

氏　　　　名 所属会派 〒 住　　　所 電　　　　　話

1 佐　藤ごういち 自 民 党 113-0031 根津1-1-8-1202 ５８３４－８２９５

2 山　田　ひろこ 自 民 党 112-0006 小日向2-10-19 ５３９５－１３２３

3 市　村やすとし 自 民 党 113-0021 本駒込5-39-4 ３８２８－６０８６

4 田　中　香　澄 公 明 党 113-0023 向丘2-10-20 ３８１４－３１２０

5 海　津　敦　子 未 来 112-0002 小石川4-14-24-107 ０８０－３０２７－２７５８

6 西　村　　　修 永 久 の 会 112-0012 大塚5-28-10 ３９４１－４７２３

7 藤　原　美佐子 まちづくり 113-0024 西片2-8-24 ３８１１－０９８０

9 金　子てるよし 日本共産党 113-0032 弥生1-5-8-302 ３８６８－２２５９

10 森　　　守 自 民 党 112-0001 白山5-11-11 ３９４１－３５１５

11 田　中としかね 自 民 党 113-0033 本郷4-35-2 ５６８４－３５０７

12 海老澤　敬　子 自 民 党 112-0003 春日1-9-27-302 ５６８４－６２９０

13 渡　辺　智　子 公 明 党 112-0011 千石1-7-9-405 ３９４４－６４０５

14 松　下　純　子 未 来 113-0033 本郷6-20-12-302 ３８１４－１５３９

15 上　田　ゆきこ 未 来 112-0013 音羽1-21-10-501 ３９４２－４８８８

16 高　山　泰　三 永 久 の 会 112-0003 春日2-15-9 ０７０－５４６８－８０８６

17 山　本　一　仁 永 久 の 会 113-0021 本駒込2-20-8-1201 ５９７７－３０００

18 浅　田　保　雄 市民の広場 113-0022 千駄木3-37-17-502 ３８２７－６７９４

19 萬　立　幹　夫 日本共産党 112-0002 小石川2-6-19-401 ３８１４－３９３５

20 関　川　けさ子 日本共産党 113-0033 本郷1-27-8-802 ３８１７－８９８５

◎ 21 名　取　顕　一 自 民 党 112-0011 千石4-18-2 ３９４７－１２４３

22 白　石　英　行 自 民 党 112-0003 春日1-10-9 ３８１１－５１１５

23 橋　本　直　和 自 民 党 112-0002 小石川5-34-6-1103 ３８１８－２３４５

24 岡　崎　義　顕 公 明 党 113-0033 本郷3-23-5-306 ３８１３－６０９９

25 松　丸　昌　史 公 明 党 112-0015 目白台2-1-7-401 ３９４３－３２５９

26 若　井　宣　一 公 明 党 112-0001 白山2-12-19 ３８１５－１５７７

27 前  田くにひろ 未 来 113-0023 向丘2-13-14 ０７０－５５４３－４０３５

28 宮　崎　文　雄 未 来 112-0014 関口1-23-6-613 ３２６９－６０５７

29 渡　辺　雅　史 未 来 113-0022 千駄木2-18-10 ５６８５－３５３７

30 品　田　ひでこ 未 来 112-0003 春日2-18-7-803 ３８１６－２９８２

○ 31 田　中　和　子 市民の広場 113-0023 向丘2-27-25 ３８２８－３０１４

32 国府田　久美子 日本共産党 112-0011 千石2-43-11 ３９４６－２２１８

33 板　倉　美千代 日本共産党 112-0014 関口1-47-12-1009 ５５７９－２５５０

34 島　元　雅　夫 日本共産党 112-0011 千石3-12-7 ３９４７－４００１

※

※ 会派名及び略称（会派名の記載は、会派構成人数順による。）

自由民主党文京区議団（自民党）

ぶんきょう未来（未来）

日本共産党文京区議会議員団（日本共産党）

公明党文京区議団（公明党）

文京永久の会（永久の会）

市民の広場・文京（市民の広場）

みんなの・まちづくり（まちづくり）

議席
番号

議員名簿

議席番号８番は欠員

4
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４ 会派構成 

(◎幹事長 ○副幹事長)             平成 31年４月 30日現在 

 自由民主党文京区議団〔自民党〕                  ９人 

橋 本 直 和  白 石 英 行  名 取 顕 一 ◎海老澤 敬 子 

○田中としかね    森 守  市村やすとし  山 田 ひ ろ こ 

佐藤ごういち 

 ぶんきょう未来〔未来〕                      ７人 

品 田 ひでこ  ◎渡 辺 雅 史  宮 崎 文 雄  ○前田くにひろ 

○松 下 純 子   上 田 ゆ き こ  海 津 敦 子 

 日本共産党文京区議会議員団〔日本共産党〕             ６人 

◎萬 立 幹 夫  国府田久美子   島 元 雅 夫  ○板 倉 美 千 代   

関  川  けさ子  金子てるよし   

 公明党文京区議団〔公明党〕                    ５人 

松 丸 昌 史  ◎岡 崎 義 顕  ○若 井 宣 一   渡 辺 智 子 

田 中 香 澄 

 文京永久の会〔永久の会〕                     ３人 

○西  村  修  ◎山 本 一 仁  高 山 泰 三 

市民の広場・文京〔市民の広場〕                  ２人 

◎浅 田 保 雄   田 中 和 子    

 みんなの・まちづくり〔まちづくり〕                １人 

◎藤 原 美 佐 子 

  ※会派名の記載は、会派構成人数順による。 

  ※氏名の記載は、会派結成届の記載順による。 
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５ 常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会 

 

（1) 常任委員会 

 期  間  氏 名 ・ 役 職（◎委員長    ○副委員長 ◇理事  ） 

総
務
区
民
委
員
会 

H29.6.22 
～ 

H31.4.30 

◎前田くにひろ ○国府田久美子 ◇森 守    ◇上田ゆきこ 

◇山本一仁   ◇萬立幹夫   ◇岡崎義顕   ◇田中和子 

海老澤敬子 

厚

生

委

員

会 

H29.6.22 
～ 

H31.4.30 

◎田中香澄   ○佐藤ごういち ◇渡辺智子   ◇浅田保雄 

◇関川けさ子  ◇白石英行   ◇渡辺雅史    松下純子 

建

設

委

員

会 

H30.2.8 
～ 

H31.4.30 

◎田中としかね ○若井宣一   ◇藤原美佐子  ◇高山泰三 

◇名取顕一   ◇宮崎文雄   ◇板倉美千代   市村やすとし 

文

教

委

員

会 

H29.6.22 
～ 

H31.4.30 

◎品田ひでこ  ○橋本直和   ◇山田ひろこ  ◇海津敦子 

◇西村修    ◇金子てるよし ◇松丸昌史    島元雅夫 

(2) 議会運営委員会 

 期  間  氏 名 ・ 役 職（◎委員長    ○副委員長 ◇理事  ） 

議
会
運
営
委
員
会 

H30.2.8 
～ 

H30.7.18 

◎森 守    ○金子てるよし ◇海老澤敬子  ◇高山泰三 

◇萬立幹夫   ◇岡崎義顕   ◇前田くにひろ  田中香澄    

 田中としかね  松下純子    渡辺雅史  

H30.7.18 
～ 

H30.9.4 

◎森 守    ○金子てるよし ◇海老澤敬子  ◇萬立幹夫 

◇岡崎義顕   ◇前田くにひろ  田中香澄     田中としかね 

 松下純子    山本一仁        渡辺雅史  

H30.9.4 
～ 

H31.4.30 

◎森 守    ○金子てるよし ◇海老澤敬子  ◇山本一仁 

◇萬立幹夫   ◇岡崎義顕   ◇前田くにひろ  田中香澄    

 田中としかね  松下純子    渡辺雅史 
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議
会
広
報
小
委
員
会 

H30.2.8 
～ 

H30.7.18 

◎金子てるよし ○森 守     田中香澄   高山泰三 

前田くにひろ  

H30.7.18 
～ 

H30.9.4 
◎金子てるよし ○森 守     田中香澄   前田くにひろ  

H30.9.4 
～ 

H31.4.30 

◎金子てるよし ○森 守     田中香澄   山本一仁 

前田くにひろ  

意
見
書
等
調
整
小
委
員
会 

H30.2.8 
～ 

H30.9.4 

◎田中としかね  田中香澄    高山泰三   萬立幹夫    

渡辺雅史 

H30.7.18 
～ 

H30.9.4 
◎田中としかね  田中香澄    萬立幹夫   渡辺雅史 

H30.9.4 
～ 

H31.4.30 

◎田中としかね  田中香澄    山本一仁   萬立幹夫    

渡辺雅史 

 

 

 (3) 特別委員会 

 
期  間 氏 名 ・ 役 職（◎委員長    ○副委員長 ◇理事  ） 

自
治
制
度
・
行
財
政
シ
ス
テ
ム 

 
 
 

調
査
特
別
委
員
会 

H30.2.8 
～ 

H30.7.18 

◎関川けさ子  ○田中和子   ◇高山泰三   ◇萬立幹夫    

◇橋本直和   ◇松丸昌史   ◇品田ひでこ   佐藤ごういち   

 白石英行    若井宣一    前田くにひろ 

H30.7.18 
～ 

H30.9.4 

◎関川けさ子  ◇高山泰三   ◇萬立幹夫   ◇橋本直和    

◇松丸昌史   ◇品田ひでこ   佐藤ごういち  白石英行     

若井宣一    前田くにひろ 

H30.9.4 
～ 

H31.4.30 

◎関川けさ子  ○白石英行   ◇高山泰三   ◇萬立幹夫    

◇橋本直和   ◇松丸昌史   ◇品田ひでこ   佐藤ごういち   

 若井宣一    前田くにひろ  宮崎文雄 
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災

害

対

策 

調
査
特
別
委
員
会 

H29.6.22 
～ 

H31.4.30 

◎浅田保雄   ○市村やすとし ◇田中香澄   ◇西村修 

◇海老澤敬子  ◇上田ゆきこ  ◇板倉美千代   山田ひろこ 

 海津敦子    松下純子    国府田久美子 

地
域
振
興
・
ま
ち
づ
く
り 

調
査
特
別
委
員
会 

H30.2.8 
～ 

H31.4.30 

◎板倉美千代  ○高山泰三   ◇藤原美佐子  ◇金子てるよし 

◇森 守    ◇渡辺智子   ◇上田ゆきこ   山田ひろこ 

 市村やすとし  松丸昌史        宮崎文雄 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム 

調
査
特
別
委
員
会 

H30.2.8 

～ 

H31.4.30 

◎西村修    ○岡崎義顕   ◇浅田保雄    ◇関川けさ子 

◇白石英行   ◇若井宣一   ◇前田くにひろ   佐藤ごういち 

 海津敦子    田中としかね  島元雅夫 

決
算
審
査
特
別
委
員
会 

H30.9.4 

～ 

H30.10.15 

◎若井宣一   ○上田ゆきこ   ◇藤原美佐子  ◇森 守 

◇山本一仁   ◇浅田保雄    ◇岡崎義顕   ◇前田くにひろ 

◇国府田久美子  佐藤ごういち   山田ひろこ   田中香澄 

田中としかね  松下純子     高山泰三    関川けさ子 

白石英行    品田ひでこ    島元雅夫 

予
算
審
査
特
別
委
員
会 

H31.2.8 

～ 

H31.3.14 

◎白石英行   ○渡辺智子   ◇西村修    ◇海老澤敬子 

◇松下純子   ◇浅田保雄   ◇松丸昌史    ◇国府田久美子 

佐藤ごういち  海津敦子     金子てるよし  田中としかね 

  山本一仁      橋本直和    若井宣一    宮崎文雄 

 渡辺雅史    島元雅夫 
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６ 人事関係  

 種   別 月 日 会議体 内     容 備 考 

六
月
定
例
議
会 

平
成
三
十
年 

監査委員 

6月 25日 本会議 

・渡辺智子議員の選任に同意 選任同意 

副議長 ・山本一仁議員の副議長辞職を許可 辞職許可 

七
月
臨
時
議
会 

平
成
三
十
年 

副議長 7月 18日 本会議 ・田中和子議員が副議長に就任 選  挙 

九
月
定
例
議
会 

平
成
三
十
年 

議会運営委員会 

9月 4日 

本会議 

※ 

・高山泰三議員が委員を辞任 

・山本一仁議員を委員に選任 

辞任許可 

議長指名 

（議会広報小委員会） 

議運 

・山本一仁委員を委員に選任 指名推選 

（意見書等調整 

小委員会） 
・山本一仁委員を委員に選任 指名推選 

決算審査特別委員会 

本会議 ・委員(19名)を選任 議長指名 

委員会 
・若井宣一委員が委員長に就任 

・上田ゆきこ委員が副委員長に就任 

指名推選

〃 

自治制度・行財政シス

テム調査特別委員会 

本会議 

※ 

・田中和子副委員長が委員を辞任 

・宮崎文雄議員を委員に選任 

辞任許可 

議長指名 

委員会 ・白石英行委員が副委員長に就任 指名推選 

二
月
定
例
議
会 

平
成
三
十
一
年 

予算審査特別委員会 2月 8日 

本会議 ・委員（18名）を選任 議長指名 

委員会 
・白石英行委員が委員長に就任 

・渡辺智子委員が副委員長に就任       

指名推選 

〃 

※本会議で報告をした日付を記載 
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 会 議 開 会 の 状 況           

１ 招集議会、定例議会及び臨時議会 

【会期：平成 30年 5月 14日～平成 31年 4月 30日（352日間）】 

招  集  議  会 定  例  議  会 臨  時  議  会 合     計 

回数 本会議数 延日数 回数 本会議数 延日数 回数 本会議数 延日数 回数 本会議数 延日数 

1 1 1 4 21 121 1 1 1 6 23 123 

 

 月日 
時    刻 議会期間 

備    考 
開 議 休 憩 再 開 散 会 当初 延長 

平成 30年 

５月招集議会 
5/14 14:01   14:04 1日  会期決定 

平成 30年 

６月定例議会 

6/4～6/25 

6/4 14:00   14:18 22日  
議案・請願付託、教育委員会委員任命

同意等 

6/5 14:00 
14:48 

15:23 

15:00 

15:34 
16:15   

一般質問 

岡崎・橋本・品田 各議員 

6/7 14:00 
14:47 

15:43 

15:00 

15:55 
16:32   

一般質問 

金子・藤原・松丸 各議員 

6/8 14:00 
14:39 

15:39 

14:50 

15:49 
16:27   

一般質問 

森・前田・佐藤 各議員 

6/25 14:00 14:16 14:50 15:15   

委員長報告、議案付託、議決、教育委

員会教育長任命同意、監査委員選任同

意、副議長辞職許可等 

平成 30年 

７月臨時議会 
7/18 16:44   17:00 1日  副議長選挙等 

平成 30年 

９月定例議会 

9/4～10/15 

9/4 14:00   14:23 42日  議案・請願付託等 

9/5 14:00 
14:52 

15:42 

14:55 

15:55 
16:48   

一般質問 

西村・白石・上田 各議員 

9/7 14:00 
14:53 

15:52 

15:10 

16:05 
16:53   

一般質問 

萬立・若井・海老澤 各議員 

9/10 14:04 14:47 15:00 15:48   
一般質問 

渡辺（雅）・関川 各議員 

9/28 14:00   14:20   委員長報告、中間議決等 

10/15 15:00 16:10 16:56 17:02   委員長報告、議案付託、議決等 

平成 30年 

11月定例議会 

11/15～12/6 

11/15 14:00 14:17 15:30 15:35 22日  議案・請願付託、委員長報告、議決等 

11/20 14:01 
14:37 

15:32 

14:50 

15:45 
16:35   

一般質問 

田中（と）・宮崎・板倉 各議員 

11/21 14:02 
14:47 

15:42 

15:00 

15:55 
16:40   

一般質問 

田中（香）・高山・山田 各議員 

11/22 14:00 14:53 15:05 15:55   
一般質問 

海津・国府田 各議員 

12/6 14:00 14:27 15:27 15:40   委員長報告、議案付託、議決等 

平成 31年 

２月定例議会 

2/8～3/14 

2/8 14:00   15:06 35日  区長施政方針、議案・請願付託等 

2/12 14:00 
14:46 

15:48 

15:00 

16:00 
16:40   

一般質問 

松下・島元・渡辺（智） 各議員 

2/13 13:59 
14:25 

15:10 

14:35 

15:20 
16:03   

一般質問 

山本・市村・浅田 各議員 

3/1 14:00   14:34   委員長報告、中間議決 

3/14 15:00 16:45 17:40 18:25   議案付託、委員長報告、議決等 
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２ 常任委員会   （・＝委員会、○＝ 理事会、※＝視察、◇＝同日に複数回開催（ただし、開会数は１回とする）） 

    
   月 

 

委員会 

平成 30年 

5 
 

6 

 

7 

 

8 

 

9 

 

10 

 

11 

総務区民 

委員会 
・○14日 ・○21日 

※9日 

※10日 
 

・25日 

・26日 
  

厚 生 

委員会 
 

・18日 

※28日 

※29日 

  ・20日  ・30日 

建 設 

委員会 
・25日 

・19日 

・25日 

※11日 ・26日 

※12日 
 ・21日 ・15日  

文 教 

委員会 
・25日 ・14日 

※5日  ・26日 

※6日 
 ・19日  

・15日 

・29日 

 

  

   月 

 

委員会 

 

12 

平成 31年 

1 
 

2 

 

3 

 

4 
開会数 

総務区民 

委員会 
・◇○4日 ・25日 

※20日 

・26日 

・27日 

  

委員会  8 

理事会  3 

視 察  3 

厚 生 

委員会 
  ・○22日 ・14日  

委員会  5 

理事会  1 

視 察  2 

建 設 

委員会 

・3日 

・6日 
 ・○25日   

委員会  9 

理事会  1 

視 察  2 

文 教 

委員会 
  

・21日 

・22日 
  

委員会  8 

視 察  2 

 

３ 議会運営委員会 
  

   月 

 

委員会 

平成

30年 

5 

 

 

6 

 

 

7 

 

 

8 

 

 

9 

 

 

10 

 

 

11 

 

 

12 

平成

31年 

1 

 

 

2 

 

 

3 

 

 

4 
開会数 

議会運営

委員会 

・14日 

・25日 

・4日 

・13日 

・25日 

・18日  

・4日 

・13日 

・28日 

・15日 
・15日 

・28日 
・6日 ・31日 

・8日 

・19日 

・1日 

・14日 
 18 

議会広報

小委員会 
 

・13日 

・26日 
  ・13日 ・16日 ・28日 ・7日  ・19日 ・15日  8 

意見書等

調 整 

小委員会 

 ・13日   ・13日  ・28日   ・19日   4 

 

４ 特別委員会 
         

      月 

委員会 

平成 

30年 

5 

 

 

6 

 

 

7 

 

 

8 

 

 

9 

 

 

10 

 

 

11 

 

 

12 

平成 

31年 

1 

 

 

2 

 

 

3 

 

 

4 

開催数 

自 治 制 度・ 

行 財 政 シ ス テ ム 

調 査 特 別 委 員 会 

 ・11日   

・4日 

・○11日 

○28日 

 ・26日   ・○14日   
委員会 5 

理事会 3 

災 害 対 策 

調 査 特 別 委 員 会 
 

・〇11日 

○25日 
  ・○11日  ・26日   ・○14日   

委員会 4 

理事会 4 

地 域 振 興 ・

ま ち づ く り 

調 査 特 別 委 員 会 

 ・○12日   ・12日  ・27日   ・○18日   
委員会 4 

理事会 2 

地 域 包 括 

ケ ア シ ス テ ム 

調 査 特 別 委 員 会 

・○14日 ※・12日   ・○12日  ・27日   ・○18日   

委員会  5 

理事会  3 

視 察  1 
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月 

委員会 

平成 

30年 

5 

 

 

6 

 

 

7 

 

 

8 

 

 

9 

 

 

10 

 

 

11 

 

 

12 

平成 

31年 

1 

 

 

2 

 

 

3 

 

 

4 

開催数 

決 算 審 査 

特別委員会 
    

・4日 

○7日 

・1日 ・○9日 

・2日 ・○10日 

・4日 ・※11日 

・5日 ・15日 

      

委員会 9 

理事会 3 

視 察 1 

予 算 審 査 

特別委員会 
         

・8日 

○13日 

○1日 ・7日 

・4日 ・○11日 

・5日 ・○12日 

・6日 ・14日 

 
委員会 8 

理事会 4 

     

５ その他の会議 

      

     月 

 

委員会 

平成 

30年 

5 

 

 

6 

 

 

7 

 

 

8 

 

 

9 

 

 

10 

 

 

11 

全 員 

協 議 会 
・14日 

・4日 

・25日 
・18日  

・4日 

・28日 
・15日 ・15日 

委員会日程 

調 整 会 議 
  ・18日  ・28日   

幹 事 長 会 
・14日 

・25日 

・4日 ・22日 

・13日 ・25日 

・20日 

・4日 

・18日 
・27日 

・13日 

・28日 

・4日 

・11日 

・7日 

・28日 

 
      

     月 

 

委員会 

 

 

12 

平成 

31年 

1 

 

 

2 

 

 

3 

 

 

4 
開催数 

全 員 

協 議 会 
・6日 ・31日 ・8日 

・1日 

・14日 

・29日 

 14 

委員会日程 

調 整 会 議 
・6日   ・1日  4 

幹 事 長 会 ・5日 
・15日 

・31日 
・19日 

・1日   

・14日 

・29日 

 23 
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６ 研究会及び研修会 

７ 視察 

月 日 委  員  会 視  察  先 、 内  容  等 

平成 30年 

6 月 12日 

地域包括ケアシステム 

調査特別委員会 

・高齢者あんしん相談センター富坂、高齢者あんしん相談センター駒込 

 「文京区高齢者あんしん相談センター」に関する調査・研究 

6 月 28日 

～29日 
厚生委員会 

・兵庫県神戸市 

「ＩＣＴ地域包括ケアモデル（介護予防モデル）」に関する調査・研究 

・広島県尾道市 

「総合病院を核とした寝たきりゼロの地域包括ケアシステムに関す

る」に関する調査・研究 

7 月 5 日 

～6日 
文教委員会 

・長崎県長崎市 

 ①「長崎市立図書館の取組」に関する調査・研究 

 ②「長崎市歴史的文化遺産の保存・活用方針」に関する調査・研究 

7 月 9 日 

～10日 
総務区民委員会 

・愛知県一宮市 

 「市民が選ぶ市民活動支援制度」に関する調査・研究 

・滋賀県長浜市 

 「黒壁を中心とした商業と観光戦略」に関する調査・研究 

・岐阜県大垣市 

 「自治体のＩＣＴ戦略」に関する調査・研究 

7 月 11日 

～12日 
建設委員会 

・広島県福山市 

「自転車利用促進プランの取組」に関する調査・研究 

・熊本県熊本市 

「熊本地震における道路・橋梁被害と復旧状況」に関する調査・研究 

10月 13日 
決算審査 

特別委員会 

1 班 小石川福祉作業所、ちいさいおうち小石川 

2 班 にじのいるか保育園千石第二、ふるさと学舎本郷 

3 班 江戸川公園内公衆便所・江戸川公園便所、介護老人保健施設 音羽

えびすの郷 

平成 31年 

2 月 20日 
総務区民委員会 

・岩手県盛岡市 

「自治体間交流」に関する調査・研究 

 

月 日 種    別 内   容   等 

平成 30年 

9 月 11日 

災害対策 

調査特別委員会 

「東京都の防災対策と地域連携」 

講師：東京都総務局総合防災部防災管理調整担当課長 

宮澤 夏樹 氏 

9 月 12日 
地域包括ケアシステム 

調査特別委員会 

「長寿時代の人生設計と社会創造 

（フレイル予防と１００歳までの人生設計）」 

 講師：東京大学高齢社会総合研究機構教授 飯島 勝矢 氏 

11月 26日 
自治制度・行財政システム 

調査特別委員会 

地方公会計制度の活用について 

講師：総務省自治財政局財務調査課公会計係長 

吉井 克之 氏 

11月 27日 

地域振興・まちづくり 

調査特別委員会 

「文京区の商店街施策について考える」  

講師：新 雅史 氏 

地域包括ケアシステム 

調査特別委員会 

「地域福祉コーディネーターのネットワークの可視化について」 

「「かよい～の」の効果測定について」 

講師：文京区社会福祉協議会 近藤 秋穂 氏、本多 桜子 氏 
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８ 傍聴者数 

(1) 本会議  

 

平成 30年 

5月 

招集議会 

平成 30年 

6月 

定例議会 

平成 30年 

7月 

臨時議会 

平成 30年 

9月 

定例議会 

平成 30年

11月 

定例議会 

平成 31年 

2月 

定例議会 
計 

傍聴者数（人） 1 86 7 128 88 146 456 

開催日数（日） 1 5 1 6 5 5 23 

(2) 委員会等                        （単位：人） 

 

総
務
区
民
委
員
会 

厚

生

委

員

会 

建

設

委

員

会 

文

教

委

員

会 

議
会
運
営
委
員
会 

自
治
制
度
・
行
財
政
シ
ス
テ
ム 

 
 
 
 

調
査
特
別
委
員
会 

災
害
対
策
調
査
特
別
委
員
会 

地
域
振
興
・
ま
ち
づ
く
り 

調
査
特
別
委
員
会 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム 

調
査
特
別
委
員
会 

予
算
審
査
特
別
委
員
会 

決
算
審
査
特
別
委
員
会 

全

員

協

議

会 

合 

計 

平成 30年 

5月 

招集議会 

― ― ― ― 0 ― ― ― ― ― ― 1 1 

平成 30年 

6月 

定例議会 

19 5 6 14 2 1 0 5 0 ― ― 1 53 

平成 30年 

7月 

臨時議会 

― ― ― ― 2 ― ― ― ― ― ― 2 4 

平成 30年 

9月 

定例議会 
6 5 12 5 5 1 3 1 8 ― 23 1 70 

平成 30年 

11月 

定例議会 

5 4 9 12 6 3 0 3 1 ― ― 4 47 

平成 31年 

2月 

定例議会 

6 15 10 20 3 0 7 2 2 24 ― 0 89 

議会期間外 0 ― 2 3 2 ― ― ― ― ― ― ― 7 

合計 36 29 39 54 20 5 10 11 11 24 23 9 271 

 



議　　　案

制定 2 5 0

改正 32 39 25 10 2 4 9

廃止 0 0 0

4 4 4 4

1 2 5 1

4

1 7

制定 1 2 6 1 5

改正 2 4 4 1 3

廃止

15 4 11 3 2 4 2

1 1

1 1

1

0

2 1 1

26 27 33 5 6 9 13

123 132 122 1 27 1 21 30 42

決算 予算

　１　種類別議決件数

会期決定 副議長辞職

文京区立駒本
小学校内装改
修その他工事
(一期)請負契
約

文京シビック
センター非常
用発電機設置
その他改修工
事請負契約

公園再整備工
事(文京区立六
義公園)請負契
約

文京区立誠之小学
校改築その他工事
請負契約

文京区立誠之小学
校改築その他電気
設備工事請負契約

文京区立誠之小学
校改築その他空気
調和設備工事請負
契約

文京区立誠之小学
校改築その他給排
水衛生設備工事請
負契約

清水橋架替工事請
負契約の一部変更
について

教育長
教育委員
監査委員(2)

6月
定例議会

9月
定例議会

11月
定例議会

特別区道路線
の認定・廃止

特別委員会の
設置等

指定管理者の
指定(6)

訴えの提起に
ついて

請　　　　願

副議長

合　　　　計

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度 5月

招集議会

2 3 2
議
　
　
員
　
　
提
　
　
案
　
　
等

条
例
等

意見書

決議等

その他

12 15

選挙

0 2 1

訴訟上の和解
について

その他

3 4 8

委員の辞任・
選任及び交替

区
　
　
長
　
　
提
　
　
案

条例

予算 13

決算

14 12

同意

5 1 4

工事契約等

6 8 9

寄付受領／報告

寄付受領／議案

2月
定例議会

8

お茶の水橋補
修補強工事に
係る費用負担
に関する協定
の一部変更に
ついて

7月
臨時議会

4

会議別

議決種類
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　議案一覧（請願を除く）
議決 議決 議案

月日 番号 番号

平
成
三
十
年

五
月
招
集
議
会

5/14 1 会期の決定について 可決

6/4 2 全議1 文京区旅館業に係る計画及び適正な管理運営に関する条例 原案可決

〃 3 全議2 議員提出議案第１号文京区旅館業に係る計画及び適正な管理運営に関する条例に対する付帯決
議

〃

〃 4 教育委員会委員任命の同意について 同意
6/25 5 全議3 日本年金機構の情報セキュリティ対策の見直しを求める意見書 原案可決
〃 6 全議4 旧優生保護法による優生手術の被害者救済を求める意見書 〃
〃 7 全議5 ヘルプマークの更なる普及推進を求める意見書 〃

〃 8 ◎1 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 6/21 総 〃

〃 9 2 文京区特別区税条例等の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 10 3 文京区民会館条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 11 4 文京区シルバーピア条例の一部を改正する条例 6/18 厚 〃
〃 12 5 文京区営住宅条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃

〃 13 6 文京区障害者住宅条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃

〃 14 7 文京区介護保険条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 15 8 文京区保健衛生事務手数料条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 16 9 文京区旅館業法施行条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃

〃 17 10 文京区放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 6/14 文 〃
〃 18 11 文京区立駒本小学校内装改修その他工事（一期）請負契約 〃 〃 〃
〃 19 12 訴訟上の和解について 6/25 建 〃

〃 25 教育委員会教育長任命の同意について 同意

〃 26 監査委員選任の同意について 〃

〃 27 監査委員選任の同意について 〃

〃 28 副議長辞職許可について 許可

平
成
三
十
年

七
月
臨
時
議
会

7/18 29 副議長選挙について 選挙

9/4 30 決算審査特別委員会の設置について 可決

9/28 31 17 文京区議会議員及び文京区長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正
する条例 9/25 総 原案可決

〃 32 18 文京シビックセンター非常用発電機設置その他改修工事請負契約 〃 〃 〃

〃 33 13 平成３０年度文京区一般会計補正予算 〃 〃 〃
〃 34 14 平成３０年度文京区国民健康保険特別会計補正予算 〃 〃 〃

〃 35 15 平成３０年度文京区介護保険特別会計補正予算 〃 〃 〃

〃 36 16 平成３０年度文京区後期高齢者医療特別会計補正予算 〃 〃 〃

〃 37 19 公園再整備工事（文京区立六義公園）請負契約 9/21 建 〃

10/15 44 全議6 児童虐待防止対策の更なる強化を求める意見書 〃
〃 45 全議7 学校施設や通学路におけるブロック塀等の安全性確保を求める意見書 〃

〃 46 報告1 平成２９年度文京区一般会計歳入歳出決算 10/1 決 認定
〃 47 報告2 平成２９年度文京区国民健康保険特別会計歳入歳出決算 〃 〃
〃 48 報告3 平成２９年度文京区介護保険特別会計歳入歳出決算 〃 〃

〃 49 報告4 平成２９年度文京区後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 10/10 〃 〃
〃 50 20 文京区建設事務手数料条例の一部を改正する条例 10/15 建 原案可決

11/15 51 31 文京区立誠之小学校改築その他工事請負契約 11/15 文 原案可決
〃 52 32 文京区立誠之小学校改築その他電気設備工事請負契約 〃 〃 〃

〃 53 33 文京区立誠之小学校改築その他空気調和設備工事請負契約 〃 〃 〃

〃 54 34 文京区立誠之小学校改築その他給排水衛生設備工事請負契約 〃 〃 〃

12/6 55 全議9 住民票の除票及び戸籍の附票の除票の保存期間の延長を求める意見書 〃
〃 56 全議10 義援金差押禁止法の恒久化を求める意見書 〃
〃 57 全議11 障害者差別解消法に基づく高次脳機能障害への合理的配慮の在り方に関する意見書 〃
〃 58 委1 固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書 12/4 総 〃

〃 59 26 文京区立白山交流館及び文京区立千駄木交流館の指定管理者の指定について 〃 〃 〃

〃 60 27 文京区立目白台交流館及び文京区立根津交流館の指定管理者の指定について 〃 〃 〃
〃 61 28 文京総合体育館等の指定管理者の指定について 〃 〃 〃
〃 62 21 文京区心身障害者等福祉手当条例の一部を改正する条例 11/30 厚 〃
〃 63 22 文京区精神障害者福祉手当条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃

〃 64 23 文京区自転車駐車場条例の一部を改正する条例 12/3 建 〃

〃 65 25 訴えの提起について 〃 〃 〃
〃 66 29 文京区立肥後細川庭園の指定管理者の指定について 〃 〃 〃

〃 67 24 文京区児童育成手当条例及び文京区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部を改正
する条例

11/29 文 〃

〃 68 30 文京区立根津児童館及び文京区立目白台第二児童館の指定管理者の指定について 〃 〃 〃
〃 69 議8 文京区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 11/28 議 原案否決

〃 70 35 清水橋架替工事請負契約の一部変更について 12/6 建 〃

〃 71 36 文京区立目白台運動公園の指定管理者の指定について 〃 〃 〃

議決結果
・委員会

平

成

三

十

年

六

月

定

例

議

会

平

成

三

十

年

九

月

定

例

議

会

平

成

三

十

年

十

一

月

定

例

議

会

件　　　　　　　　名
審査月日

～
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議決 議決 議案

月日 番号 番号
2/8 81 予算審査特別委員会の設置について 可決
3/1 82 45 文京区職員定数条例の一部を改正する条例 2/26 総 原案可決
〃 83 ◎46 職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 84 37 平成３０年度文京区一般会計補正予算 〃 〃 〃
〃 85 38 平成３０年度文京区国民健康保険特別会計補正予算 〃 〃 〃

〃 86 39 平成３０年度文京区介護保険特別会計補正予算 〃 〃 〃

〃 87 40 平成３０年度文京区後期高齢者医療特別会計補正予算 〃 〃 〃

〃 88 47
文京区地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員及び運営の基準に関す
る条例の一部を改正する条例

2/22 厚 〃

〃 89 48 文京区精神障害者福祉手当条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 90 49 文京区特定優良賃貸住宅型区民住宅条例の一部を改正する条例 2/25 建 〃
〃 91 50 文京区「特別区道」道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃

〃 92 51 文京区立公園条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃

〃 93 52 文京区立本郷給水所公苑条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 94 53 お茶の水橋補修補強工事に係る費用負担に関する協定の一部変更について 〃 〃 〃

3/14 108 全議20 食品ロス削減に向けた更なる取組の推進を求める意見書 〃
〃 109 委2 選択的夫婦別姓制度について国会審議を求める意見書 2/26 総 〃

〃 110 議12 文京区訪問介護生活援助サービスに関する条例 2/22 厚 原案否決

〃 111 議13 文京区訪問介護高齢者世帯援助サービスに関する条例 〃 〃 〃
〃 112 議14 文京区後期高齢者の医療費の助成に関する条例 〃 〃 〃
〃 113 議15 文京区自転車駐車場条例の一部を改正する条例 2/25 建 〃
〃 114 議16 文京区乳幼児等の医療費の助成に関する条例 2/21 文 〃
〃 115 議17 文京区立幼稚園使用条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 116 議18 文京区学校給食費の助成に関する条例 〃 〃 〃
〃 117 議19 文京区育成室運営条例の一部を改正する条例 〃 〃 〃
〃 118 41 平成３１年度文京区一般会計予算 3/4 予 原案可決
〃 119 42 平成３１年度文京区国民健康保険特別会計予算 〃 〃
〃 120 43 平成３１年度文京区介護保険特別会計予算 〃 〃
〃 121 44 平成３１年度文京区後期高齢者医療特別会計予算 3/12 〃 〃

〃 122 54 文京区国民健康保険条例の一部を改正する条例 3/14 厚 〃

議案に対する修正案
提出
月日

審査結果

2/15 2/22 厚 否決

2/18 2/25 建 〃

2/25 3/12 予 〃

議案に対する付帯決議案
提出
月日

審査結果

平
成
三
十
一
年

二
月
定
例
議
会

3/12 3/12 予 否決

(注） 委員会名：総＝総務区民委員会　　厚＝厚生委員会　　建＝建設委員会　　文＝文教委員会　　議＝議会運営委員会
　　　　　　 予＝予算審査特別委員会　　決＝決算審査特別委員会　　
議案：全議＝全議員提出議案　議＝議員提出議案　委＝委員会提出議案　◎＝特別区人事委員会へ意見聴取したもの

件　　　　　　名
審査月日
・委員会

※

※

平

成

三

十

一

年

二

月

定

例

議

会

平
成
三
十
一
年
二
月
定
例
議
会

審査月日
・委員会

件　　　　　　名

議決結果
審査月日

件　　　　　　　　名
・委員会

議案第48号　「文京区精神障害者福祉手当条例の一部を改正する条例」に対する修正案

議案第41号　「平成31年度文京区一般会計予算」に対する付帯決議案

議案第50号　「文京区「特別区道」道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例」に対する修正案

議案第41号　「平成31年度文京区一般会計予算」に対する修正案

～
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18 

請願及び陳情 

１ 請願の委員会別審査結果  

結果 

委員会 
採  択 不 採 択 継  続 合  計 

総

務

区

民

委

員

会 

６月定例議会 １ ２ １ ４ 

９月定例議会  ２ (１)   ２(１) 

11月定例議会 ２ ２ (１)   ４(１) 

２月定例議会      １(１) ※1 

 

２    ３(１) 

計     ４(１) ８   １(２)   13(３) 

厚

生

委

員

会 

６月定例議会     

９月定例議会    

 

２※2  ２ 

11月定例議会     (１)※2  (１) 

２月定例議会 ２(１) ※3   １    ３(１) 

計   ２(１)   ３(１)    ５(２) 

建

設

委

員

会 

６月定例議会  ２  ２ 

９月定例議会    

 

２ １ ３ 

11月定例議会 １ ２  ３ 

２月定例議会  ３  ３ 

計 １ ９ １ 11 

文

教

委

員

会 

６月定例議会     

９月定例議会  

 

   

11月定例議会     

２月定例議会 ２   ２ 

計 ２   

 

 ２ 
議

会

運

営

委

員

会 

６月定例議会     

９月定例議会     

11月定例議会  １  １ 

２月定例議会     

計  １  １ 

合 

 

 

計 

６月定例議会 １ ４ １ ６ 

９月定例議会  ６   １(１)   ７(１) 

11月定例議会 ３   ５(１) (１)   ８(２) 

２月定例議会   ５(２) ６    11(２) 

計   ９(２)   21(１)   ２(２)   32(５) 

( )は継続審査をした請願の数。 

※1一部採択、一部不採択の請願を含む 

※2一部不採択、一部継続の請願を含む 

※3一部採択、一部不採択、本会議の議決結果は不採択の請願を含む 



2　請願の処理状況
受理
番号 　　　 　　　 　　〔請　願　者〕 月日 委員会 結果 月日

議決
番号

結果

1 6/21 不採択 6/25 20 不採択

文京区本駒込五丁目15番12号

　　新日本婦人の会文京支部

　　　　代　表　　榎　戸　忠　子　　　

2 6/21 不採択 6/25 21 不採択

文京区千石二丁目１番12号

　　消費税をなくす文京の会

　　　　代　表　　田　中　繁

3 6/21 採択 6/25 22 採択

文京区向丘一丁目20番６‐1108号　中村銘美堂

　　文京９条の会連絡会

　　　　代　表　　平　本　喜　祿

4 6/21 継続 - - -

・・・・・・・・・・・・

5 建築紛争の予防と調整に関する請願 6/19 6/25 23 不採択

文京区小石川二丁目20番10号

　　小石川二丁目マンションの無秩序な開発

　・建築を考える会

　　　 代　表　  中　山　代　志　子　外11名

6/25 24

文京区小石川二丁目20番10号

　　小石川二丁目マンションの無秩序な開発

　・建築を考える会

　　　 代　表　  中　山　代　志　子　外11名

4 9/25 継続 - - -

・・・・・・・・・・・・

7 9/25 9/28 38 不採択

文京区本駒込五丁目15番12号

　　新日本婦人の会文京支部

　　　　代　表　　榎　戸　忠　子

8 9/25 不採択 9/28 39 不採択

文京区千石二丁目1番12号

　　消費税をなくす文京の会

　　　　代　表　　田　中　繁

9 9/20 厚生 9/28 40 4項不採択

文京区本駒込五丁目15番12号

　　新日本婦人の会文京支部

　　　　代　表　　榎　戸　忠　子

10 9/20 厚生 不採択 9/28 41 不採択

文京区大塚三丁目36番７号　健商ビル５階

　　文京区社会保障推進協議会　　

　　　　会　長　　根　岸　京　田

11 9/21 建設 不採択 9/28 42 不採択

文京区小石川二丁目20番10号

　　　中　山　代　志　子　　外８名

12 9/21 建設 9/28 43 不採択

文京区小石川二丁目20番10号

　　　中　山　代　志　子　　外８名

13 9/21 - - -

文京区千石四丁目36番９号

　　文京区の住環境を守る会（千石４丁目）

　　　　代　表　　三　枝　宏　有　　署名35名

平
成
三
十
年
九
月
定
例
議
会

※12月6日「請願取り下げ願」承認

関係
機関
要望

総務
区民

まちづくり条例に関する研究会創設を求める請願

総務
区民

件　　　　　　　名

消費税率10％への増税中止、減税を求める請願

不採択

　・・・・・・　   署名759名

総務
区民

建設

委員会審査

まちづくり条例に関する研究会創設を求める請願 6/19

総務
区民

1項継続
2項継続
3項継続
4項不採択
5項継続

平
成
三
十
年
六
月
定
例
議
会

同性カップルのパートナーシップを公的に認証する制度の導入に関
する請願

備考

場外馬券売り場(後楽園オフト)の撤去を求める請願

沖縄「辺野古新基地」建設の中止を求める請願

本会議審議

総務
区民

不採択建設 不採択6

不採択

「後期高齢者の医療費自己負担２割への引き上げに反対する」請願

消費税率10％への増税中止、減税を求める請願

場外馬券売り場(後楽園オフト)の撤去を求める請願

総務
区民

　・・・・・・　   署名791名

同性カップルのパートナーシップを公的に認証する制度の導入に関
する請願

特別養護老人ホーム等高齢者施設及び住まいの確保に関わる請願

不採択

総務
区民

建築紛争の予防と調整に関する請願

区民主体のまちづくりを初期段階から支援する仕組みに関する請願 建設 継続 ※
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受理
番号 　　　 　　　 　　〔請　願　者〕 月日 委員会 結果 月日

議決
番号

結果

4 12/4 継続 - - -

・・・・・・・・・・・・

9 11/30 厚生 12/6 76 5項不採択

文京区本駒込五丁目15番12号

　　新日本婦人の会文京支部

　　　　代　表　　榎　戸　忠　子

14 12/4 12/6 72 不採択

文京区本駒込五丁目15番12号

　　新日本婦人の会文京支部

　　　　代　表　　榎　戸　忠　子

15 12/4 不採択 12/6 73 不採択

文京区千石二丁目1番12号

　　消費税をなくす文京の会

　　　　代　表　　田　中　繁

16 12/4 総務
区民

12/6 74

文京区本駒込一丁目2番5号 ルネ文京白山

    一般社団法人　本郷青色申告会

　　　  会　長　　松　本　正

17 12/4 総務
区民

12/6 75 採択

文京区小日向一丁目1番8号

 藤和小日向ホームズ101号

    一般社団法人　小石川青色申告会

　      会　長　　赤　司　幸　勇

18 12/3 12/6 77 不採択

文京区小石川二丁目20番10号

　　　中　山　代　志　子　　外４名

19 12/3 不採択 12/6 78 不採択

文京区小石川二丁目20番10号

      中　山　代　志　子　　外４名

20 12/3 建設 採択 12/6 79 採択

文京区千石四丁目36番９号

　　文京区の住環境を守る会（千石４丁目）

　　　　代　表　　三　枝　宏　有　　署名37名

21 11/28 議会
運営

不採択 12/6 80 不採択

文京区大塚三丁目35番14‐202号

　 　　 早　川　吉　尚　　　外４名　　

総務
区民

建設

同性カップルのパートナーシップを公的に認証する制度の導入に関
する請願

特別養護老人ホーム等高齢者施設及び住まいの確保に関わる請願 1項継続
2項継続
3項継続
5項不採択

場外馬券売り場(後楽園オフト)の撤去を求める請願

採択

採択

総務
区民

不採択

執行
機関
送付

建築紛争の予防と調整に関する請願

まちづくり条例に関する研究会創設を求める請願

関係
機関
送付

建設

総務
区民

　・・・・・・　   署名791名

件　　　　　　　名

採択

不採択

まちづくり推進要綱等の見直しと区民主体のまちづくり支援策の充
実を求める請願

政務活動費収支報告書一覧、政務活動費収支報告書関連書類（領収
書も含む）、政務活動費を充当した活動を報告する政務活動報告書
等のインターネット上のホームページでの公開に関する請願

備考

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出
に関する請願

消費税率10％への増税中止、減税を求める請願

本会議審議委員会審査

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出
に関する請願

関係
機関
送付

平
成
三
十
年
十
一
月
定
例
議
会
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受理
番号 　　　 　　　 　　〔請　願　者〕 月日 委員会 結果 月日

議決
番号

結果

4 2/26 1項採択
2項不採択

3/1 95 1項採択
2項不採択

・・・・・・・・・・・・

9 2/22 厚生 3/1 99 不採択

文京区本駒込五丁目15番12号

　　新日本婦人の会文京支部

　　　　代　表　　榎　戸　忠　子

22 2/26 3/1 96 不採択

文京区本駒込五丁目15番12号

　　新日本婦人の会文京支部

　　　　代　表　　榎　戸　忠　子

23 2/26 不採択 3/1 97 不採択

文京区千石二丁目1番12号

　　消費税をなくす文京の会

　　　　代　表　　田　中　繁

24 2/26 採択 3/1 98 採択

文京区・・・・・・・・・・・

　　　青　野　慶　久　　外１名

25 2/22 採択 3/1 100 採択

文京区千石四丁目40番８号

　　文京区知的障害者（児）の明日を創る会

　　　　会長　佐　藤　澄　子

26 2/22 採択 3/1 101 採択

文京区小石川五丁目22番４－301号

　　　前　山　栄　江　　外１名

27 2/22 厚生 不採択 3/1 102 不採択

文京区千駄木二丁目10番16号

　　文京の医療・看護・介護を考える会

　　　　代表　清　水　明　子

28 2/25 建設 不採択 3/1 103 不採択

　　　　文京区小石川二丁目20番10号

　　　　　小石川二丁目マンションの無秩序な開発・建築を考える会

29 2/25 建設 不採択 3/1 104 不採択

文京区小石川二丁目20番10号

　　中　山　代　志　子　　外７名

30 2/25 建設 不採択 3/1 105 不採択

　　　　文京区小石川二丁目20番10号

　　　　　小石川二丁目マンションの無秩序な開発・建築を考える会

31 2/21 文教 採択 3/1 106 採択

文京区小日向二丁目26番４号

　　小日向台町町会

32 2/21 採択 3/1 107 採択

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・

Ｈ30年度小日向台町町会総会の決議（町会員総数814名、委任状賛成289
名、表決権賛成250名、反対３名）により、大災害時の防火・消火用水、
生活用水の確保のため、安全対策を施したうえで、小日向台町小学校プー
ルへの通年貯水を求める請願

執行
機関
送付

　　　　会長　森　克　之

区立図書館の蔵書に関する請願 文教 執行
機関
送付

1項不採択
2項不採択
3項採択

平
成
三
十
一
年
二
月
定
例
議
会

国に対して医師・看護師・医療技術者・介護職などの夜勤交替制労
働における労働環境を改善する意見書を提出して頂きたい件に関す
る請願

障害者施設整備に関する請願

場外馬券売り場(後楽園オフト)の撤去を求める請願

本会議審議
備考

総務
区民

総務
区民

同性カップルのパートナーシップを公的に認証する制度の導入に関
する請願

　・・・・・・　   署名804名

1項
執行
機関
送付

関係
機関
送付

委員会審査

総務
区民

不採択

総務
区民

執行
機関
送付

特別養護老人ホーム等高齢者施設及び住まいの確保に関わる請願

件　　　　　　　名

選択的夫婦別姓制度について国会審議を求める意見書を国に提出す
ることを要望する請願

関係
機関
要望

厚生

建築紛争の予防と調整に関する請願

　中　山　代　志　子　　外６名

厚生

ワンルームマンション条例の見直しに関する請願

「みどりの保護条例」「緑の基本計画」の抜本的見直しについての
請願

　中　山　代　志　子　　外４名

消費税率10％への増税中止を求める請願

精神障がい者の交通運賃割引制度について国会審議を行うことを要
望する請願

21



22 

３ 陳情等の受理状況 

 

 

(注) 陳情書の取扱いについては、議長においてその取扱いを決定し、議長、副議長及び議会運 

営委員会委員に速やかに配付することとする。 

受理
番号 

受理 
月日 

件    名    等 

1 
H30 

6/7 
柳町小学校・明化小学校のエレベーター設置位置見直しのお願い 

2 8/8 犯罪被害者等支援条例制定に関する陳情 

3 8/14 臓器移植の環境整備を求める意見書の採択を求める陳情書 

4 10/29 平成 31年度 根津・千駄木地域中学校への特別支援学級開設の陳情 

5 
H31 

2/20 
文京区区立小学校「特別支援学級の保護者会」に関する陳情 

6 3/27 

辺野古新基地建設の即時中止と、普天間基地の沖縄県外・国外移転につい

て、国民的議論により、民主主義及び憲法に基づき公正に解決するべきと

する意見書の採択を求める陳情 
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意見書、要望書等 

１ 意 見 書 

※（委）は委員会提出議案、その他は全議員提出議案。 

 

 

 

 
議決 

月日 
件      名 

請願 

関連 
本文 

掲載 

六
月
定
例
議
会 

平
成
三
十

年 

6/25 

日本年金機構の情報セキュリティ対策の見直しを求める意見書 

 

P25 

旧優生保護法による優生手術の被害者救済を求める意見書 

 

P26 

ヘルプマークの更なる普及推進を求める意見書 

 

P27 

九
月
定
例
議
会 

平
成
三
十

年 

10/15 

児童虐待防止対策の更なる強化を求める意見書 

 

P28 

学校施設や通学路におけるブロック塀等の安全性確保を求める意見

書 

 

P29 

十
一
月
定
例
議
会 

平

成

三

十

年 

12/6 

住民票の除票及び戸籍の附票の除票の保存期間の延長を求める意

見書 
 P30 

義援金差押禁止法の恒久化を求める意見書  P31 

障害者差別解消法に基づく高次脳機能障害への合理的配慮の在り

方に関する意見書 
 P32 

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書（委） ○ P33 

二
月
定
例
議
会 

平
成
三
十
一
年 

3/14 

食品ロス削減に向けた更なる取組の推進を求める意見書 

 

P34 

選択的夫婦別姓制度について国会審議を求める意見書（委） ○ P35 
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２ 要 望 書 

 

 

３ 要 請 書 

 

 
送付 

月日 
件      名 

請願 

関連 

本文 

掲載 

六
月
定
例
議
会 

平
成
三
十

年 

7/4 沖縄「辺野古新基地」建設の中止を求める要望書 ○ P36 

二
月
定
例
議
会 

平
成
三
十
一
年 

3/14 精神障害者の交通運賃割引制度について国会審議を求める要望書 ○ P37 

送付 

月日 
件      名 

本文 

掲載 

10
/17 

臨界前核実験の中止を求める要請書 P38 
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日本年金機構の情報セキュリティ対策の見直しを求める意見書 

 

日本年金機構がデータ入力を委託した株式会社 SAY 企画の入力漏れと入力誤

りにより本年２月支払い時の源泉徴収税額に誤りが発生しました。しかも、当該

事業者は契約違反である再委託まで行っていました。日本年金機構は平成 27年

５月にもサイバー攻撃を受けて個人情報の流出問題を起こしています。 

莫大な個人情報を管理する機関が二度にわたって情報問題を引き起したこと

は、年金制度や個人情報保護制度の信頼を損ねる重大な問題です。複雑化した年

金制度を正確かつ公正に運営しなければならない日本年金機構は、信頼回復の

ために情報セキュリティ対策を抜本的に見直すべきです。 

よって、文京区議会は政府に対し、下記の事項について取り組むことを強く求

めます。 

 

記 

 

１ 外部有識者の調査組織により本事案の業務プロセスを徹底的に検証する 

こと。 

 

２ 委託業者の作業進捗管理手法や納品物の検証・監査体制を確立すること。 

 

３ 日本年金機構が保有する氏名、生年月日、住所、電話番号等の個人情報 

保護の在り方を再検討すること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

  

平成 30年６月 25日 

文京区議会議長 名取 顕一 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様  

厚生労働大臣 加藤 勝信 様    
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旧優生保護法による優生手術の被害者救済を求める意見書 

 

昭和 23 年に施行された旧優生保護法は、知的障害や精神疾患を理由に本人の同意

がなくても不妊手術を行うなど、優生手術を認めていました。同法は平成８年に障害

者差別に該当する条文を削除して母体保護法に改正されました。 

厚生労働省によると、旧法のもとで優生手術を受けた障害者らは約２万 5,000 人。

このうち、本人の同意なしに優生手術を施されたのは１万 6,475人と報告されていま

す。 

本人の意思に反して手術が施されたとすれば、人権上問題があります。また、同様

の不妊手術を行っていたドイツやスウェーデンでは当事者に対する補償等の措置が

講じられています。旧法のもとで優生手術を受けた障害者らの高齢化が進んでいるこ

とを考慮すると、我が国においても早急な救済措置を講じるべきです。 

よって、文京区議会は政府及び国会に対し、下記の事項について取り組むことを強

く求めます。 

 

記 

 

１ 国は、速やかに旧優生保護法に基づく優生手術の実態調査及び解明を進めること。 

 

２ その際、都道府県の所有する「優生保護審査会」の資料などの保全を図るととも

に、資料保管状況の調査を行うこと。併せて個人が特定できる資料について、当事

者の心情に配慮しつつ、できる限り幅広い範囲で収集できるよう努めること。 

 

３ 旧法改正から 20年以上が経過しており、関係者の高齢化が進んでいることから、

的確な補償を含む救済措置を一刻も早く講じること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

  

平成 30年６月 25日 

文京区議会議長 名取 顕一 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様    

厚生労働大臣 加藤 勝信 様    

内閣官房長官 菅  義偉 様    

衆議院議長  大島 理森 様     

参議院議長  伊達 忠一 様     
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ヘルプマークの更なる普及推進を求める意見書 

 

義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、または妊娠初期の

方など外見からは容易に判断が難しいハンディキャップのある方が、周囲に援

助や配慮が必要であることを知らせるヘルプマーク及びそのマークを配したヘ

ルプカードについては、平成 24年に作成・配布を開始した東京都をはじめ、導

入を検討・開始している自治体が増えています。特に昨年７月に、ヘルプマー

クが日本工業規格（ＪＩＳ）として制定され、国としての統一的な規格となっ

てからは、その流れが全国へと広がっています。 

このヘルプマーク及びヘルプカードについては、援助や配慮を必要とする方

が所持・携帯していることはもちろんのこと、周囲でそのマークを見た人が理

解していないと意味を持たないため、今後は、その意味を広く国民全体に周知

し、思いやりのある行動をさらに進めていくことが重要となります。 

しかし、国民全体における認知度はいまだ低い状況にあります。また、公共

交通機関へのヘルプマークの導入など、課題も浮き彫りになってきているとこ

ろです。 

よって、文京区議会は政府に対し、心のバリアフリーであるヘルプマーク及

びヘルプカードの更なる普及推進を図るため、下記の事項について取り組むこ

とを強く求めます。 

 

記 

 

１  「心のバリアフリー推進事業」など、自治体が行うヘルプマークおよびヘ 

ルプカードの普及や理解促進の取組に対しての財政的な支援を今後も充実 

させること。 

 

２  関係省庁のホームページや公共広告の活用など、国民への更なる情報提供 

や普及、理解促進を図ること。 

 

３  鉄道事業者など自治体を越境している公共交通機関では、ヘルプマーク導 

入の連携が難しい状況にあるため、今後はスムーズな導入が図れるよう国と 

しての指針を示すこと。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。               

 

平成 30年６月 25日 

文京区議会議長 名取 顕一 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様    

厚生労働大臣 加藤 勝信 様 

国土交通大臣 石井 啓一 様    
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児童虐待防止対策の更なる強化を求める意見書 

 

今般、東京都目黒区で両親から虐待を受け女児が死亡するという痛ましい事件が発生しました。このよ

うな虐待事案は、近年、急増しており、平成 28年度全国の児童相談所に寄せられた児童虐待相談件数は

12万件を超え、５年前と比べると倍増しています。 

こうした事態を重く受け止め、政府は平成 28、29年と連続して児童福祉法等を改正し、児童虐待防止

対策を強化してきました。しかし、今回の事案は、児童相談所が関与していたにもかかわらず、虐待から

救うことができませんでした。 

虐待から子どもの命を守るためには、子どもの異変に早期に気づき、虐待の芽を摘むことが何よりも重

要であり、そのためには児童相談所のみならず関係機関や民間団体等が協働し、虐待の防止に取り組むこ

とが必要です。 

よって、文京区議会は、政府に対して、こうした痛ましい事件が二度と繰り返されないためにも、児童

虐待防止対策の更なる強化に向け、下記の事項に取り組むことを強く求めます。 

 

記 

 

１ 平成 28年度に政府が策定した「児童相談所強化プラン」を拡充し、区市町村における児童虐待防止
体制の強化や中核市・特別区への児童相談所の設置も加えた児童虐待防止体制を強化するプランを新た
に策定するとともに、必要な財源を速やかに講ずること。 

 
２ 子どもの問題を児童相談所に一極集中させている現状を改めること。具体的には、児童相談所と区市 
 町村の役割分担をさらに明確にするとともに、人員を確保し、施設や NPO等民間機関・団体や他の行政 
機関等との連携を強化して役割分担・協働を加速する「児童相談体制改革」を行うこと。 

 
３ 児童相談所間および児童相談所と区市町村の情報共有については、仮に転居があったとしても、危機 
 感や支援状況が確実かつ迅速に引き継げるよう、引き継ぎの全国共通ルールを定めるとともに、全国か 
 らアクセスできるシステムを整備すること。また、児童相談所と警察との情報共有については、児童相 
談所が必要とする情報がタイムリーかつ確実に共有できるようにするとともに、適切かつ効果的に情報 
共有できるシステムを新たに構築すること。 

 
４ 全国共通ダイヤル「189」を児童虐待通告に限定し、児童相談所の相談できる窓口につながるまでの 
間に未だ半数以上の電話が切れている実態を速やかに検証・分析し、その結果を踏まえ、児童相談所へ 
の通告の運用改善に努めること。 

 

５ 保育所や幼稚園・学校と情報共有を図ること。いじめ防止対策と同様、小中学校の校務分掌に虐待対 
応を位置づけ、対応する組織を明確化するとともに、配置を強化した SSWを中心に、学校における虐待 
対応体制を整備すること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

平成 30年 10月 15日 

文京区議会議長 名取 顕一 

内閣総理大臣     安倍 晋三 様 

総務大臣       石田 真敏 様 

文部科学大臣     柴山 昌彦 様 

 厚生労働大臣     根本 匠  様        

国家公安委員会委員長 山本 順三 様 
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学校施設や通学路におけるブロック塀等の安全性確保を求める意見書 

 

本年６月 18日午前７時 58分に大阪北部で震度６弱を観測した地震では、児童を含む５名

が亡くなり、400名以上が負傷しました。特に、学校関係では、158人に及ぶ児童生徒が重

軽傷を負い、1200を超える学校で校舎等の天井・ガラス等の破損、壁のひび割れ、断水等

の物的被害を受けました。 

中でも、学校施設のブロック塀が倒壊して下敷きになって児童が死亡したことは大変痛ま

しく、二度とこのようなことがあってはなりません。文京区においても学校施設の耐震化は

進められていますが、通学路等のブロック塀は盲点になっている可能性があり、同様の惨事

が起こらないよう早急な対策を行うべきです。文部科学省は６月 19日に学校施設における

塀の緊急点検を要請しましたが、文京区においては、学校施設の点検、安全性確保はもとよ

り、児童生徒が利用する通学路についても速やかに点検した上で、安全性確保に向けて改善

を図ることが必要です。 

ついては、国が引き続き通学路のブロック塀等の緊急総点検と安全対策を行うことが重要

です。よって、文京区議会は政府に対し下記の事項について積極的な対応を求めます。 

 

記 

 

１ 全国の通学路の緊急総点検・調査を実施し、工事が必要な場合は、民間事業者とも連携

しつつ速やかに実施し、地方自治体に対する技術的・財政的支援を行うこと。その際、一

般家庭の塀であっても倒壊の可能性があるなどの場合に支援できる制度を検討すること。

また、国土交通省の社会資本整備総合交付金および防災・安全交付金の効果促進事業（C

事業）の積極的な活用を図ること。 

 

２ 学校施設の安全対策に要する費用については、塀の修繕など小規模工事に対する補助制

度、法定点検やそれに伴う修繕への補助制度の創設等を検討すること。その際、400万円

と定められている文部科学省の公立学校施設の防災機能強化事業の補助対象事業の下限

額について、広域での申請を認めるなど弾力的に運用すること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

平成 30年 10月 15日 

文京区議会議長 名取 顕一 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

総務大臣   石田 真敏 様 

文部科学大臣 柴山 昌彦 様 

国土交通大臣 石井 啓一 様 
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住民票の除票及び戸籍の附票の除票の保存期間の延長を求める意見書 

 

 平成 29 年６月、民間有識者でつくる「所有者不明土地問題研究会」は、平成 28 年時点で所有者を特

定できない土地が全国で九州本島並みの約 410万ヘクタールに及び、このまま推移すると 2040年には北

海道本島並みの約 720万ヘクタールに達するとの試算を公表しました。 

 今後、相続登記がなされずに実際の所有者が把握できない土地はさらに増えると見込まれており、こ

のような所有者不明土地による経済損失額は 2040年までに約６兆円規模に上ると試算されています。 

 政府は、本年の通常国会において、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」を成立さ

せ、土地の所有者探索を合理化する仕組みと、所有者不明土地を適切に管理する仕組みを創設しました。 

 また、本年６月に策定された「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針」や「経済財政運営と

改革の基本方針（骨太の方針）2018」では、住民票の除票等の保存期間延長について検討すべきとされ

ています。 

 不動産登記簿では所有者の特定は住所と氏名のみでなされるため、住民票の情報が最も重要です。し

かしながら、住民票の除票及び戸籍の附票の除票については、５年を超えた保存は法的に義務付けられ

ておらず、核家族化や単身独居化が進んでいる現在、５年の保存では転居履歴を十分に追えず、土地等

の所有者が不明になってしまいます。 

 よって、文京区議会は、政府及び国会に対し、住民票の除票等の保存期間を延長することで、所有者

不明土地だけでなく、空き家問題における所有者の特定が一層容易となるよう、下記事項の実現を強く

求めます。 

 

記 

 

１ 住民基本台帳法施行令第 34条第１項に定める住民票の除票及び戸籍の附票の除票の保存期間を、現

行の５年から 150年程度に延長すること。 

２ 住民基本台帳法施行令改正までの期間、各自治体において除票等の廃棄が進行しないよう、廃棄作

業を当面凍結するよう各自治体に通達すること。 

３ 除票等の保存に当たっては、全国統一的な運用を図るべきであり、国においてシステムや様式の統

一化を準備すること。また、各自治体でシステムの改修が必要である場合には、国による補助を行う

こと。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

平成 30年 12月６日                          

文京区議会議長 名取 顕一 

 内閣総理大臣 安倍 晋三 様   

総務大臣   石田 真敏 様 

法務大臣   山下 貴司 様 

農林水産大臣 吉川 貴盛 様 

国土交通大臣 石井 啓一 様  

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  伊達 忠一 様 



31 

義援金差押禁止法の恒久化を求める意見書 
 

「義援金差押禁止法」とは、被災者の生活再建を支援するため、義援金の交

付を受ける権利を譲渡したり、担保に供したり、差し押さえたりすることや義

援金として交付された金銭を差し押さえることを禁止した法律であり、2011年

の東日本大震災の際、被災者が住宅ローンなどの債務や借金返済を抱えていて

も、義援金が震災の被災者の手元に残るようにするため議員立法で成立させた

ものです。 

また、2016年の熊本地震や、2018年の大阪府北部地震、西日本豪雨災害の

際にも同様に法的枠組みを作り、国会会期中に速やかに成立させています。 

しかし、これまでの法律は台風や地震など個々の災害に対応した時限立法と

して、災害発生のたびに立法化されてきた経緯があり、近年の我が国の自然災

害の頻度を考えると、災害発生時、常に対応可能な恒久法としての制定が求め

られているところです。  

 よって、文京区議会は、政府及び国会に対し、「義援金差押禁止法」につい

ては、近年、災害が頻発化する中、災害が起こるたびに立法措置するのではな

く、国会が閉会している間にも対応が可能となるよう、恒久法としての立法化

を早期に進めることを要望します。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 30 年 12月 6日 

文京区議会議長 名取 顕一 

 

内閣総理大臣  安部 晋三 様 

内閣官房長官  菅  義偉 様 

衆議院議長   大森 理森 様 

参議院議長   伊達 忠一 様 
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障害者差別解消法に基づく高次脳機能障害への 

合理的配慮の在り方に関する意見書 

 

2016年４月から障害者差別解消法が施行され、「障害の有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」

に向け、行政機関などは、障害者から支援を要請された場合、過重な負担にな

らない限り、対応（合理的な配慮）しなければならない、とされました。障害

の様態は様々で、それ故様々な合理的配慮が必須となります。障害のある人の

症状は、様々であることから、障害者差別解消法が求める障害者への合理的配

慮の対応は非常に難しい面があります。 

特に、病気やケガにより、脳に損傷をおって、言語・思考・記憶・行為・学

習・注意などに症状が出る高次脳機能障害は「同じことを繰り返し質問する」、

「ふたつのことを同時に行うと混乱する」といった症状があり、「分かり易く説

明する」、「説明内容をメモして渡す」、など状況によって様々な対応が必要とな

ります。高次脳機能障害者の数は全国で 50万人ともいわれており、この数は医

療の進歩、社会の高齢化によってさらに増加していくものと考えられます。中

でも、議員という職を持ち中途で障害となるのは少ないケースですが、文京区

議会は、障害のある議員が職務を果たせるよう支援しているところです。障害

者支援に関する制度が拡充されつつありますが、高次脳機能障害による情緒不

安定・パニックになるなどの社会的行動障害は、リハビリテーションや生活支

援等の手法が確立されておらず、対応が難しいことが指摘されています。 

よって、文京区議会は、政府に対し、日常生活及び社会生活への適応に困難

を有する高次脳機能障害者への理解を深め、更なる支援体制の構築に向けた取

組を充実させることを望みます。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

平成 30年 12月６日 

 

文京区議会議長 名取 顕一 

厚生労働大臣    根本 匠  様 

内閣府特命担当大臣 宮越 光寛 様 
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固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書 

 

青色申告者を含む小規模事業者を取り巻く環境は、長期的な景気の低迷に続き、世界規

模の経済状況の悪化により危機的かつ深刻な状況にあり、また、雇用不安の拡大、金融事

情の悪化、後継者不足など、様々な危機にさらされています。 

このような社会経済環境の中で、小規模事業者は厳しい経営を強いられ、その生活基盤

は圧迫され続けている現状にあります。 

また、小規模事業者のみならず多くの都民が、税や社会保障費などの負担の増加にあえ

いでいる実態にあります。 

この厳しい環境下において、東京都独自の施策として定着しているこれらの軽減措置が

廃止されることとなると、小規模事業者の経営や生活は更に厳しいものになり、ひいては

地域社会の活性化のみならず、日本経済の回復に大きな影響を及ぼすことにもなりかねま

せん。 

よって、文京区議会は、東京都に対し、下記の軽減措置を実現されるよう要望いたしま

す。 

 

記 

 

１ 小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１とする軽減措置を、平成 31年度以後も

継続すること。 

 

２ 小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を２割減額する減免措置を、平

成 31年度以後も継続すること。 

 

３ 商業地等における固定資産税及び都市計画税について、負担水準の上限を 65％に引き

下げる減額措置を、平成 31年度以後も継続すること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により、意見書を提出します。 

 

平成 30年 12月６日 

 

                      文京区議会議長 名取 顕一 

 

東京都知事 小池 百合子 様 
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食品ロス削減に向けた更なる取組の推進を求める意見書 

 

 まだ食べることができる食品が、生産、製造、販売、消費の各段階で廃棄されてい

る、いわゆる食品ロスの削減は、今や我が国において喫緊の課題といえます。国内で

発生する食品ロスの量は年間 646万トン（2015年度）と推計されており、これは国連

の世界食糧計画（ＷＦＰ）が発展途上国に食糧を援助する量の約２倍に上ります。政

府は、国連の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」に沿い、家庭での食品ロスの量を

2030 年度までに半減させることを目指していますが、事業者を含め国民各層の食品

ロスに対する取組や意識啓発は、今や必要不可欠です。 

食品ロスを削減していくためには、国民一人一人が各々の立場において主体的にこ

の課題に取り組み、社会全体として対応していくよう、食べ物を無駄にしない意識の

醸成とその定着を図っていくことが重要です。 

また、まだ食べることができる食品については、廃棄することなく、貧困、災害等

により必要な食べ物を十分に入手することができない人に提供するなど、できるだけ

食品として活用していくことが重要です。 

よって、文京区議会は、政府及び国会に対し、国、地方公共団体、事業者、消費者

等が一体となって食品ロス削減に向けての取組を進めるため、下記の事項について真

摯に取り組むことを強く求めます。 

 

記 

 

１ 国、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主体が連携し、食品ロスの削減を

総合的に推進するため、法律の制定を含めたより一層の取組を実施すること。 

 

２ 商慣習の見直し等による食品事業者の廃棄抑制や消費者への普及･啓発、学校等

における食育・環境教育の実施など、食品ロス削減に向けての国民運動をこれまで

以上に強化すること。 

 

３ 賞味期限内の未利用食品や備蓄品等を必要とする人に届けるフードバンクなど

の取組を更に支援すること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

平成３１年３月１４日 

文京区議会議長 名取 顕一 

内閣総理大臣 安部 晋三 様 

文部科学大臣 柴山 昌彦 様 

厚生労働大臣 根本  匠 様 

農林水産大臣 吉川 貴盛 様 

経済産業大臣 世耕 弘成 様 

環境大臣   原田 義昭 様 

内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全） 宮越 光寛 様 

衆議院議長 大島 理森 様 

参議院議長 伊達 忠一 様 
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選択的夫婦別姓制度について国会審議を求める意見書 

 

最高裁判所は 2015 年 12 月、夫婦同姓規定自体は合憲と判断しましたが、同時に選択的夫

婦別姓制度について「合理性がないと断ずるものではない」と言及し、制度のあり方につい

ては、「国会で論じられ、判断されるべき」としました。 

 それから３年が経過しましたが、夫婦の姓をめぐる環境は、さらに大きく変化しています。 

 平均初婚年齢は年々上がり、現在 30歳前後です。男女ともに生まれ持った氏名で信用・実

績・資産を築いてから初婚を迎えるケースが多いため、改姓時に必要な事務手続きは確実に

増えています。戸籍姓でのキャリア継続を望むゆえに事実婚を選ぶ夫婦も少なくありません。

また、少子化により一人っ子同士のカップルが増えたことで、「改姓しなくていいなら結婚し

たい」という声も聞かれます。さらに人生 100 年時代、子連れ再婚や高齢になってからの結

婚・再婚も増加傾向にあります。 

選択的夫婦別姓制度の導入は、「家族で同じ姓の方が一体感が深まる」と考えるカップルが

引き続き夫婦同姓で結婚できる一方で、必要なカップルは夫婦別姓を選べるようにするもの

です。これは男女が改姓による不利益を案ずることなく結婚・出産し、老後も法的な家族と

して支え合える社会を実現することにつながり、少子化対策の一助にもなります。 

また、法的根拠のない「旧姓併記」がこれ以上広がることにより生じる、災害時の本人確

認など、２つの「姓」を使い分けることによる混乱や、事実婚増加による婚姻制度の形骸化

を防ぐこともできます。さらに、法的根拠のある生まれ持った氏名でキャリアを継続できる

ことから、「女性活躍」の推進にもつながります。 

よって、文京区議会は政府及び国会に対し、男女がともに活躍できる社会実現のためにも、

選択的夫婦別姓について審議するよう求めます。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

平成３１年３月１４日 

                         文京区議会議長 名取 顕一 

 

内閣総理大臣 安部 晋三 様 

総務大臣   石田 真敏 様 

法務大臣   山下 貴司 様 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  伊達 忠一 様 
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沖縄「辺野古新基地」建設の中止を求める要望書 
 
 
沖縄にある米軍基地の大部分は、米軍占領下で造られたものです。米

軍基地の集中に伴い、米軍兵による刑事犯罪やヘリコプターの墜落事故

なども発生しており、沖縄県民の生活・安全が脅かされています。 

このような状況下で、沖縄県民はキャンプシュワブ辺野古崎地区及び

これに隣接する水域への新基地建設について、次の理由により反対して

います。 

 

１ 沖縄にとって命の源ともいえる海を埋め立てることは認められない

こと。 

２ 米軍基地は日本の防衛のためのものであり、その負担は全国で平等

に負うべきである。沖縄だけへの押し付けは差別である。 

３ 辺野古新基地は、強襲揚陸艦の係船機能付き護岸や弾薬庫などを備

えた新基地であって、普天間飛行場の代替ではない。 

 

沖縄県民の反対を押し切っての新基地建設は、地方自治・民主主義の

精神にも反するものです。 

よって、文京区議会は政府に対し、辺野古新基地建設の中止を求めま

す。 

 

 

平成 30年７月４日 

 

 

文京区議会議長 名取 顕一 

 

 

内閣総理大臣  安倍  晋三 様 

外 務 大 臣  河野  太郎 様 

防 衛 大 臣  小野寺 五典 様 
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精神障害者の交通運賃割引制度について国会審議を求める要望書 

 

今まで精神障害者は、障害者としての位置づけが曖昧なまま、障害

者の福祉サービス等について、身体・知的障害の方々と比べて同等で

はない取扱いが生じていました。 

そのような中で、東京都心身障害者医療費助成制度（マル障）につ

いては、平成 31 年１月から精神障害者保健福祉手帳 1 級の方も対象

となりました。 

同様の視点に鑑みると、障害者に対するサービスとして「交通運賃

割引制度」があり、ＪＲを始めとした全国の私鉄・船舶・高速道路な

どがほぼ割引の対象となっています。すでに身体・知的障害者はサー

ビスの対象となっておりますが、精神障害者はいまだに対象となって

いません。 

精神障害者には、障害年金が主な収入源で、金銭面に不安を抱えて

いるという方も多くいます。精神障害者が自立して地域で生活してい

くためには、ＪＲなどの交通機関の利用は無くてはならない必要なも

のです。 

この度、航空会社のＪＡＬグループが平成 30年 10月から、ＡＮＡ

グループが平成 31 年１月から、航空運賃の割引について、精神障害

者も適用の対象となりました。 

ＪＲを始めとした各鉄道会社・高速道路などの各社に対しても、精

神障害者が、身体・知的障害者と同じ取扱いとなることを望みます。 

よって、文京区議会は、政府及び国会に対し、精神障害者が安心し

て地域で生活できるように、精神障害者の交通運賃割引制度について

国会審議を行うことを要望します。 

 

平成 31年 3月 14日 

文京区議会議長 名取 顕一 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

厚生労働大臣 根本   匠 様 

国土交通大臣 石井 啓一 様 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  伊達 忠一 様 
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臨界前核実験の中止を求める要請書 

 

文京区議会は、世界の恒久平和と永遠の繁栄を願い、貴国が 1997年に初め

て臨界前核実験を実施して以来、27 回に及ぶ実験に際して常に強く中止を求

めてきました。 

それにも拘わらず、貴国は、新たに昨年 12月 13日に 28回目の臨界前核実

験を実施したとの報道に接しました。 

このことは、国際社会における平和への願いを無視するとともに、核全廃

への取組を踏みにじるものであり、強い憤りを禁じえません。 

文京区は、区民総意により 1983年 7月 13日に『文京区非核平和都市宣言』

を行い、核兵器の廃絶と軍縮を繰り返し訴えて参りました。 

私たちは、どのような形態のものであれ、核兵器の維持・強化を目的とし

た実験は、人類の生存と地球環境に重大な影響を与えるものであり、絶対に容

認できません。 

ここに貴国に対して厳重に抗議をするとともに、臨界前核実験の中止を重

ねて強く要請します。 

 

 

 

2 0 1 8 年 1 0 月 1 7  日 

 

 

文京区議会議 長  名 取 顕 一 

 

 

アメリカ合衆国大統領             

ド ナ ル ド ・ ト ラ ン プ 閣 下 

 



平成30年５月

日 曜

1 火

2 水

3 木 (憲法記念日)

4 金 (みどりの日)

5 土 (こどもの日)

6 日

7 月

8 火

9 水

10 木

11 金

12 土

13 日

14 月
５月
招集
議会

15 火

16 水

17 木

18 金

19 土

20 日

21 月

22 火

23 水

24 木

25 金

26 土

27 日 春の避難所総合訓練

28 月

29 火

30 水

31 木

区       議       会       関       係 そ の 他

議　　会　　日　　誌

議会運営委員会、幹事長会、全員協議会、総務区民委員会(13：17～13：
19)・理事会、本会議、地域包括ケアシステム調査特別委員会(14：14～14：
16)・理事会

第94回全国市議会議長会
定期総会

文教委員会(9：59～11：59)、幹事長会、建設委員会(14：00～16：00)、
議会運営委員会
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平成30年６月

日 曜

1 金

2 土

3 日

4 月 議会運営委員会、全員協議会、幹事長会、本会議

5 火 本会議

6 水

7 木 本会議

8 金 本会議

9 土 あじさいまつり（～17日）

10 日

11 月

12 火

13 水

14 木 文教委員会(10：00～17：04)

15 金

16 土

17 日

18 月 厚生委員会(10：00～16：38)

19 火 建設委員会(10：00～14：30)

20 水 幹事長会

21 木 総務区民委員会(10：00～17：07)・理事会

22 金

23 土

24 日

25 月

26 火 議会広報小委員会

27 水

28 木 厚生委員会視察(兵庫県神戸市、広島県尾道市)～29日

29 金

30 土

※午前中は、高齢者あんしん相談センター富坂／駒込を視察。

自治制度・行財政システム調査特別委員会(9：59～11：59)、災害対策調査
特別委員会(9：59～16：58)・理事会

地域振興・まちづくり調査特別委員会(9：59～13：40)・理事会、地域包括ケ
アシステム調査特別委員会(12：59～15：23)※

幹事長会

議会運営委員会、議会広報小委員会、幹事長会、意見書等調整小委員会

議会運営委員会、全員協議会、災害対策調査特別委員会理事会、本会
議、建設委員会(14：20～14：46)、幹事長会

六

月

定

例

議

会

区       議       会       関       係 そ の 他
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平成30年７月

日 曜

1 日

2 月

3 火

4 水 幹事長会

5 木 文教委員会視察(長崎県長崎市)～6日

6 金

7 土

8 日

9 月

10 火

11 水 建設委員会視察(広島県福山市、熊本県熊本市)～12日

12 木

13 金

14 土 東京河川改修促進大会

15 日

16 月 （海の日）

17 火

19 木

20 金

21 土 朝顔・ほおずき市（～22日）

22 日

23 月

24 火

25 水

26 木 文教委員会(9：59～11：50)、建設委員会(13：59～15：08)

27 金 　　

28 土

29 日

30 月

31 火

18 水
幹事長会、議会運営委員会、委員会日程調整会議、全員協議会、本会
議

７月
臨時
議会

ぶんきょう区議会だより（第187号）発行

夏の避難所総合訓練

町会連合会との意見交換会

総務区民委員会視察(愛知県一宮市、滋賀県長浜市、岐阜県大垣市)～
10日

区       議       会       関       係 そ の 他
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平成30年８月

日 曜

1 水

2 木

3 金

4 土

5 日

6 月

7 火

8 水

9 木

10 金

11 土 （山の日）

12 日

13 月

14 火

15 水

16 木

17 金

18 土

19 日

20 月

21 火

22 水

23 木

24 金

26 日

27 月 幹事長会

28 火

29 水

30 木

31 金

区       議       会       関       係 そ の 他

特別区議会議員講演会
(平成30年度第2回)

防災フェスタ

25 土
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平成30年９月

日 曜

1 土

2 日

3 月

5 水 本会議

6 木

7 金

8 土

9 日

10 月 本会議

13 木

14 金

15 土

16 日

17 月 （敬老の日）

18 火

19 水

20 木

21 金 建設委員会(10：00～16：12)

22 土

23 日 （秋分の日）

24 月 （振替休日）

25 火 総務区民委員会(10：01～17：01)

26 水 総務区民委員会(10：00～16：39)

27 木

29 土

30 日

※午前中は、研究会を実施。

区       議       会       関       係 そ の 他

火

議会運営委員会、議会広報小委員会、幹事長会、意見書等調整小委員会

28

厚生委員会(10：00～16：03)

文教委員会(10：00～17：00)

金
議会運営委員会、委員会日程調整会議、幹事長会、全員協議会、自治制
度・行財政システム調査特別委員会理事会、本会議

九

月

定

例

議

会

4 火
議会運営委員会、全員協議会、本会議、決算審査特別委員会(14：26～
14：32)、自治制度・行財政システム調査特別委員会(14：35～14：38)

災害対策調査特別委員会(9：59～17：10)※・理事会、自治制度・行財政シ
ステム調査特別委員会(10：00～12：02)・理事会

12 水
地域振興・まちづくり調査特別委員会(10：00～13：34)、地域包括ケアシステ
ム調査特別委員会(9：59～15：07)※・理事会

11

本会議、決算審査特別委員会理事会
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平成30年10月

日 曜

1 月 決算審査特別委員会(10：00～17：00)

2 火

3 水

4 木 決算審査特別委員会(10：00～17：00)、幹事長会

5 金

6 土

7 日

8 月 （体育の日）

9 火 決算審査特別委員会(9：58～17：00)・理事会

10 水 決算審査特別委員会(10：00～16：58)・理事会 特別区人事委員会給与勧告

11 木 決算審査特別委員会(9：58～15：12)※、幹事長会

12 金

13 土 第十中学校70周年式典

14 日

16 火 議会広報小委員会

17 水

18 木

19 金

20 土

21 日

22 月

23 火 東京都道路整備事業推進大会

24 水

25 木

26 金

27 土

28 日

29 月

30 火

31 水

※午前中は、３班編成で現場視察。

決算審査特別委員会(10：00～17：00)

区       議       会       関       係 そ の 他

15

根津・千駄木下町まつり（～21日）

決算審査特別委員会(10：00～17：00)

月
議会運営委員会、決算審査特別委員会(13：00～13：46)、全員協議
会、本会議、建設委員会(16：13～16：51)

九

月

定

例

議

会

秋の避難所総合訓練
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平成30年11月

日 曜

2 金

3 土

4 日

5 月

6 火

7 水 幹事長会

8 木

9 金

10 土

11 日

12 月

13 火

14 水

15 木 議会運営委員会、全員協議会、本会議、文教委員会(14：18～15：22)

16 金

17 土 駕籠町小学校60周年式典

18 日

19 月

20 火

21 水 本会議  

22 木 本会議 青柳幼稚園50周年式典

23 金 （勤労感謝の日）

24 土 本郷小学校20周年式典

25 日

29 木

30 金 厚生委員会(9：58～14：29)

※午前中は、研究会を実施。

大井競馬場視察

区       議       会       関       係 そ の 他

　　ぶんきょう区議会だより（第188号）発行 本郷台中学校20周年式典

（文化の日）

文教委員会(10：00～17：08)

本会議

十

一

月

定

例

議

会

26 月
災害対策調査特別委員会(9：59～17：00)、自治制度・行財政システム調
査特別委員会(10：02～11：29)※

27 火
地域包括ケアシステム調査特別委員会(9：59～16：27)※、地域振興・ま
ちづくり調査特別委員会 (10：05～14：22)※

1 木
菊まつり（～23日）

28 水
議会運営委員会、議会広報小委員会、幹事長会、意見書等調整小委員
会
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平成30年12月

日 曜

1 土

2 日

3 月 建設委員会(10：00～14：54)

5 水 幹事長会

6 木

7 金

8 土 金富小学校110周年式典

9 日

10 月

11 火

12 水

13 木

14 金 根津幼稚園50周年式典

15 土

16 日

17 月

18 火 　

19 水

20 木

21 金

22 土

23 日 （天皇誕生日）

24 月 （振替休日）

25 火

26 水

27 木

28 金 仕事納め

29 土

30 日

31 月

そ の 他

議会運営委員会、委員会日程調整会議、全員協議会、本会議、建設委
員会(14：28～15：21)

議会広報小委員会

4 火
総務区民委員会(10：00～17：10)・理事会、総務区民委員会(17：20～
17：21)

十

一

月

定

例

議

会

区       議       会       関       係
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平成31年１月

日 曜

1 火 （元日）　ぶんきょう区議会だより（第189号）発行

2 水

3 木

4 金 仕事始め

5 土

6 日

7 月

8 火

9 水

10 木

11 金

12 土

13 日

14 月 （成人の日）

15 火 幹事長会

16 水

17 木

18 金

19 土

20 日

21 月

22 火

24 木

25 金 総務区民委員会(13：59～15：14)

26 土

27 日

28 月

29 火

30 水

31 木 議会運営委員会、幹事長会、全員協議会 当初予算プレス発表

区       議       会       関       係 そ の 他

文京区年賀会

23 水
特別区議会議員講演会
(平成30年度第３回)

冬の避難所総合訓練
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平成31年２月

日 曜

1 金

2 土

3 日

4 月

5 火

6 水

7 木

9 土

10 日

11 月

12 火 本会議

13 水 本会議、予算審査特別委員会理事会

15 金

16 土 昭和小学校90周年式典

17 日

20 水

21 木

22 金 厚生委員会(9：59～17：02)・理事会、文教委員会(10：00～14：58)

23 土

24 日

25 月 建設委員会(10：00～16：40)・理事会

26 火 総務区民委員会(10：00～17：01)

27 水

28 木

8 金

区       議       会       関       係 そ の 他

二

月

定

例

議

会

19

議会運営委員会(9：29～10：12)、全員協議会、本会議、予算審査特別委
員会(15：08～15：15)

梅まつり（～3/8）

総務区民委員会(10：00～14：55)

文教委員会(10：00～17：00)

総務区民委員会視察(岩手県盛岡市)

火 議会運営委員会、議会広報小委員会、幹事長会、意見書等調整小委員会

14 木
自治制度・行財政システム調査特別委員会(9：59～12：15)・理事会、災害
対策調査特別委員会(9：59～16：53)・理事会

18 月
地域振興・まちづくり調査特別委員会(9：58～12：13)・理事会、地域包括ケ
アシステム調査特別委員会(9：59～14：16)・理事会
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平成31年３月

日 曜

2 土

3 日

4 月 予算審査特別委員会(10：00～17：00)

5 火

6 水

7 木 予算審査特別委員会(10：00～17：00)

8 金

9 土

10 日

11 月 予算審査特別委員会(10：00～17：00)・理事会

12 火 予算審査特別委員会(10：00～17：10)・理事会

13 水

15 金 議会広報小委員会 区政功労表彰式

16 土

17 日

18 月

19 火 幼稚園修了式

20 水 中学校卒業式

21 木 （春分の日）

22 金

23 土 さくらまつり（～4/7）

24 日

25 月 小学校卒業式

26 火

議会運営委員会27 水

28 木

29 金 幹事長会、全員協議会

30 土

31 日

議会運営委員会、幹事長会、全員協議会、委員会日程調整会議、
本会議、予算審査特別委員会理事会

1 金

予算審査特別委員会(9：59～17：00)

14

予算審査特別委員会(10：00～17：00)

区       議       会       関       係 そ の 他

木

二

月

定

例

議

会

議会運営委員会、幹事長会、予算審査特別委員会(13：00～13：41)、全
員協議会、本会議、厚生委員会（16：47～17：33）
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平成31年４月

日 曜

1 月

2 火

3 水

4 木

5 金

6 土

7 日

8 月

9 火

10 水 ぶんきょう区議会だより（第190号）発行

11 木

12 金

13 土

15 月

16 火

17 水

18 木

19 金

20 土

22 月

23 火

24 水

25 木

26 金

27 土

28 日

29 月 （昭和の日）

（休日）

区議会議員任期満了（第18期）

14 日
区議会議員及び区長選挙
告示日

21 日
区議会議員及び区長選挙
投票日

中学校入学式

区       議       会       関       係

つつじまつり(～5/6）

そ の 他

小学校入学式

幼稚園入園式

30 火
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区議会事務局の組織と分掌事務 

 

（平成 31 年 4 月 30 日現在） 

 

庶 務 係 

〔4人〕 

 1 公印の管守に関すること。 

 2 文書の受発、審査及び保存に関すること。 

 3 議会の情報公開に関すること。 

 4 職員の人事及び給与に関すること。 

 5 予算、決算及び経理に関すること。 

 6 物品の調達及び保管に関すること。 

 7 議場及び会議室等の管理に関すること。 

 8 議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に 

関すること。 

 9 交際及び接遇に関すること。 

10 議員待遇者に関すること。 

11 他の係に属しないこと。 

 

 

係長 浮 田 昌 和 

高 橋 裕 美 

橋本英津子 

齋 藤 智 子 

       

          

 

事 務 局 長 

 竹 越 淳 

〔職員数 12人〕 

議事調査担当 

〔7人〕 

 

 

主査  野苅家貴之 

主査 増田密佳子 

主査 小野寺素子 

主査 望 月 大 輔 

    甲 田 綾 子 

    福 井 雄 飛 

髙橋惠美子 

   

 

 

 

 

1 本会議及び委員会に関すること。 

 2 議案その他付議事件の立案等に関すること。 

 3 議決事項の処理に関すること。 

 4 請願及び陳情に関すること。 

 5 会議記録に関すること。 

 6 議事関係法令等の調査に関すること。 

 7 議会の広報に関すること。 

 8 議会図書室に関すること。 

 9 各種資料の作成に関すること。 

 10 議会活性化に関すること。 

 11 その他議事及び調査に関すること。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年版 文京区議会概要        
（平成３０年５月～平成３１年４月） 

 

 

令和元年６月発行 

 

 

       文京区議会事務局 

       東京都文京区春日一丁目 16番 21号 

        TEL 03‐5803‐1313（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

        FAX 03‐5803‐1370 

    


